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　住友倉庫グループは、事業戦略やESG経営に関する情報を一体
のものとしてお伝えするツールとして、「統合報告書」を発行しており、
価値創造や中期的な経営目標、各事業セグメントの業績や戦略、サス
テナビリティに関する方針や取組み、データなどを統合的に報告して
います。
　本報告書の編集にあたっては、国際会計基準（IFRS）財団「国際
統合報告フレームワーク」、経済産業省「価値協創ガイダンス2.0」
を参考にしています。

本報告書には、過去又は現在の事実だけでなく、住友倉庫グループ
の将来に対する予測・予想・計画なども記載しています。これらは現
時点で入手可能な情報に基づく仮定・判断であり、将来の事業環境
の変化など、様々な要因の影響を受ける可能性があります。

原則として2024年度（2024年4月～2025年3月）です。
対象期間が異なる場合、個別に記載しています。

2025年10月

原則として住友倉庫及び会計上の連結子会社を対象にしています。

住友倉庫とは
住友の事業精神・企業理念
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■ 決算説明会
■ 機関投資家・アナリストとの個別ミーティング
■ 株主総会

■ SRミーティング

■ 決算短信※　■ 有価証券報告書※

■ 決算説明会資料・中期経営計画資料
■ 報告書（株主の皆様へ）

■ �コーポレート・ガバナンスに関する 
報告書※

■ 株主・投資家情報
https://www.sumitomo-soko.co.jp/ir/index.html https://www.sumitomo-soko.co.jp/sustainability/index.html

■ サステナビリティ情報

統合報告書

住友倉庫グループは、物流という万人が必要とする社会インフラを、

時代をこえて真摯に下支えするとともに、

お客様と社会が求める新たなサービスの創造に努めます。

住 友 の 事 業 精 神

　住友倉庫は1899年（明治32年）7月1日の創業以来、「信用を重んじ」「確実を旨とし」「浮利にはしらず」という

住友の事業精神のもと事業を展開してまいりました。この言葉には、目先の投機的利益を追い求めるあまり社会に

反する行動をとって信用の失墜を招くことを戒め、同時に「事業を通して社会に貢献していく」という経営理念が

込められています。この住友の事業精神は、企業の社会的責任や社会貢献の理念の重要性が国内外において認識

されるはるかに以前から脈々と受け継がれてきたものであり、将来にわたり当社事業の根幹をなすものです。

　それらを踏まえ、また住友の事業精神のひとつである「自利利他公私一如」を受け継ぐ住友倉庫グループとして

の使命、価値観を整理し、「物流事業を中心に、着実な成長を目指しながら、いかなる状況においても良質なサービス

を提供することによりお客様と社会へ貢献していく」という経済・社会情勢の動向にかかわらず不変である当社の

姿勢を「企業理念」として明文化しました。

企 業 理 念

住友家初代 政友（文殊院）が
家人に宛てた商いの心得書

「文殊院旨意書」
写真提供：住友史料館

https://www.sumitomo-soko.co.jp/ir/index.html
https://www.sumitomo-soko.co.jp/sustainability/index.html
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2020s2010s2000s1990s1980s1960s-1970s1890s-1950s

価値創造の歴史

2020

2021

2025

20102001

2008

1991

1995

1996

1997

1980

1985

1945

1950

1955

■ �新型コロナウイルス
　感染拡大

■ �東京オリンピック・
　パラリンピック

■ 大阪・関西万博

■ ギリシャ経済危機
■ 中国がGDPで
　世界第2位になる

■ 米国同時多発テロ

■ リーマン・ショック

■ バブル崩壊、
　深刻な不景気に

■ 阪神・淡路大震災

■ 大規模な金融制度改革
  （日本版ビッグバン）

■ アジア通貨危機

■ イラン・イラク戦争

■ プラザ合意、
　急激な円高が進む
■ 日銀による
　金融緩和実施

■1899年（明治32年）
・住友家の個人営業で住友倉庫の
　商号により倉庫業を開始
・本店を大阪、支店を神戸に設置

明治33年建設の当社富島倉庫の鬼瓦

本牧コンテナ営業所

東京住友ツインビルディング

平和島アーカイブズ

住友倉儲（中国）有限公司

淀屋橋ミッドキューブ

■1917年（大正6年）
・港運業務に本格的進出

■1919年（大正8年）
・東京支店を設置

■1921年（大正10年）
・住友合資会社倉庫部に改組

■1923年（大正12年）
・株式会社住友倉庫を設立

■1948年（昭和23年）
・貨物自動車運送事業を目的として
　井住運送株式会社を設立

■1949年（昭和24年）
・横浜支店を設置

■1950年（昭和25年）
・大阪及び東京証券取引所に
　株式上場

■1968年（昭和43年）
・神戸及び東京で
　コンテナターミナル業務を開始
・以降主要各港で
　コンテナターミナル業務を本格化

■1970年（昭和45年）
・名古屋支店を設置

■1971年(昭和46年)
・大阪にランプウェイ(傾斜道)を
　採用した東大阪倉庫を建設

■1972年（昭和47年）
・米国・サンフランシスコに
　駐在員事務所を設置
・以降海外進出が本格化

■1974年（昭和49年）
・大阪に川口住倉ビルディングを
　建設、賃貸開始
・以降不動産賃貸業務が本格化

■1978年（昭和53年）
・ドイツに駐在員事務所を設立
・以降国際輸送業務が本格化

■1989年（平成元年）
・タイにロジャナディストリビュー
　ションセンター会社を設立
・台湾に台湾住倉股份有限公司を設立

■1982年（昭和57年）
・ドイツに全額出資の現地法人
　ドイツ住友倉庫会社
　（現欧州住友倉庫会社）を設立

■1985年（昭和60年）
・米国に全額出資の現地法人
　米国住友倉庫会社を設立
・IATA（国際航空運送協会）
　貨物代理店資格を取得

■1988年（昭和63年）
・超高層のオフィスビル東京住友
　ツインビルディングを建設、
　賃貸開始
・シンガポールに全額出資の現地法人
　シンガポール住友倉庫会社を設立
・マレーシアに住倉マレーシア会社
　を設立

■1992年（平成4年）
・国際航空貨物に関する
　単独混載業を開始

■1993年（平成5年）
・香港に全額出資の現地法人
　香港住友倉儲有限公司を設立
・中国・上海に全額出資の現地法人
　上海住友倉儲有限公司を設立

■1996年（平成8年）
・東京に免震工法を採用した
　トランクルーム専用倉庫を建設

■2000年（平成12年）
・大阪に現代美術展示用施設
　海岸通ギャラリーを開設

■2001年（平成13年）
・横浜に賃貸用商業ビルT-PLATZを
　建設、賃貸開始
・中国・深圳に
　住友倉儲（深圳）有限公司を設立

■2003年（平成15年）
・中国・上海に
　上海住倉国際貨運有限公司を設立
・中国・青島に
　青島住倉国際物流有限公司を設立

■2004年（平成16年）
・中国・武漢に
　武漢万友通物流有限公司を設立

■2005年（平成17年）
・中国・広州に
　広州住倉国際貨運有限公司を設立

■2006年（平成18年）
・アイスター株式会社を子会社化
・遠州トラック株式会社を子会社化
・中国・上海に
　住友倉儲（中国）有限公司を設立

■2014年（平成26年）
・米国住友倉庫会社が
　米国・シカゴに拠点を開設
・大阪市中央区にオフィスビル淀屋橋
　ミッドキューブを建設

■2017年（平成29年）
・株式会社若洲を子会社化
・米国住友倉庫会社が
　米国・ニューヨークに拠点を開設

■2018年（平成30年）
・タイ・アユタヤ地区に倉庫を増設
・タイ・レムチャバン地区に倉庫を増設

■2019年（令和元年）
・横浜・南本牧埠頭に倉庫を建設
・シンガポール住友倉庫会社が
　シンガポール・チュアス地区に
　倉庫を増設

■2020年（令和2年）
・愛知県犬山市に
　アーカイブズ専用倉庫を建設

■2021年（令和3年）
・神戸港・ポートアイランドに
　倉庫を増設

■2022年（令和4年）
・ウエストウッドシッピングラインズ
　会社及び船舶4隻を
　スワイヤーシッピンググループに
　譲渡
・広州住倉国際貨運有限公司が
　深圳に拠点を開設
・米国住友倉庫会社が
　米国・ヒューストンに拠点を開設

■2023年（令和5年）
・タイ・レムチャバン地区に倉庫を増設

■2015年（平成27年）
・上海錦江住倉国際物流有限公司が
　倉庫を建設
・大阪港・南港地区に倉庫を建設
・住倉ベトナム会社
　（現ベトナム住友倉庫会社）が
　ベトナム・ハノイに拠点を開設

■2016年（平成28年）
・千葉市若葉区に千葉営業所を開設
・インドネシア・ジャカルタに
　住倉ロジスティクスインドネシア
　会社を設立

■2007年（平成19年）
・サウジアラビア・ダンマンに
　ラービグ・ペトロケミカル・
　ロジスティクス会社を設立
・東京・横浜のアーカイブズ事業に
　ついてISO27001認証を取得
・以降関東・関西・中部地区の
　アーカイブズ事業拠点で同認証の
　追加取得が進む

■2011年（平成23年）
・米国の海運会社ウエストウッド
　シッピングラインズ会社を
　子会社化

■2012年（平成24年）
・ベトナム・ホーチミンに
　住倉ベトナム会社
　（現ベトナム住友倉庫会社）を設立
・中国・上海に
　上海錦江住倉国際物流有限公司
　を設立
・埼玉に羽生アーカイブズ第2セン
　ターを建設

■2013年（平成25年）
・ラービグ・ペトロケミカル・
　ロジスティクス会社が
　サウジアラビアに倉庫を稼働
・「大阪ひかりの森プロジェクト」へ参加
・倉庫入出庫・保管業務、
　輸出入貨物取扱・通関業務及び
　国際複合一貫輸送業務における
　ISO9001認証取得

■1998年（平成10年）
・神戸に冷蔵設備を併設した倉庫を
　建設、冷蔵貨物の取扱いを開始
・埼玉に羽生アーカイブズ第1セン
　ターを建設

■1999年（平成11年）
・航空貨物について
　ISO9002認証取得
　（2002年ISO9001に更新）

■ 終戦
■ GHQによる
　財閥解体指令

■ 朝鮮戦争特需
■ 経済復興進展

■ 高度経済成長期へ
■ 輸出振興・貿易自由化

■ 東日本大震災

1973
1971
1970

1979

1964 2011■ �東京オリンピック・
　パラリンピック
■ 大阪万博
■ ニクソン・ショック
■ 第1次オイルショック
■ 変動相場制へ移行
■ 第2次オイルショック

1899 … 2025202020152010200520001995199019851980

2020/3期

191,721

第五次中期経営計画
最終年度予想額

197,000

2010/3期

121,619

2000/3期

91,8131990/3期

76,481
1980/3期

46,637

　住友倉庫グループは、倉庫業を祖業とする物流事業と、物流事業用地の再開発を中心とする不動産事業をコアに、グローバルに
事業を発展させてきました。
　私たちは、125年を超える歴史の中で、幾多の時代の変遷を乗り越えながら、人々の暮らしを支え続けてきたという誇りを胸に、

「時代をつなぐ。世界をむすぶ。」というキーコンセプトのもと、次の時代に向けた価値創造に努めてまいります。

住
友
倉
庫
の
歴
史

営
業
収
益
の
推
移 

（
百
万
円
）

経
済
・
社
会
情
勢

※セグメント間内部営業収益消去前※1977年3月期までは単体の収益、1978年3月期からは連結の収益

2025/3期
営業収益

193,398
（百万円）

■ 物流事業

182,710百万円※

■ 不動産事業

11,274百万円※
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事業概況

財務実績 （2025年3月末時点）

収益成長を支える事業データ （2025年3月末時点）

1,933.9億円

営業収益 営業利益

7.7%

ROE

60.0%

自己資本比率

15.3%

海外売上高比率

132.7億円

■ 陸上運送業ほか
   32.5%

■ 倉庫業
   16.6%

■ 港湾運送業
   16.8%

■ 国際輸送業
   28.3%

■ 不動産事業
   5.8%

■ 不動産事業
   27.8%

4,213人

物流事業

14か国

272千㎡

275拠点

1,357台

4,450人

連結従業員数

 49人

不動産事業

188人

全社 

846千㎡ 265千㎡

　住友倉庫は、国内及び世界で培った物流ノウハウを組み合わせ、強力な国際物流ネットワークを構築しています。国内の物流
拠点の更なる充実と機能強化、そして世界各地の物流拠点の拡充を図り、お客様の信頼に応える最適な物流ソリューションを
実現しています。

■ 物流事業
   72.2%

At a Glance

物
流
事
業

倉庫業
原材料から消費財まで多種多様な
貨物の保管、入出庫、流通加工や文
書保管、トランクルームなど、様々
な物流サービスを提供しています。

港湾運送業
国際海上輸送を支える港湾運送の
フロントランナーとして、船積み、
陸揚げ、荷捌きなど、港湾における
物流サービスを提供しています。

国際輸送業
陸、海、空の輸送手段を結合し、世界
各地に広がるネットワークを駆使
して、グローバルな物流サービス
を提供しています。

陸上運送業ほか

お客 様 のニーズに合わせ、大 型
トラック輸送、小口配送など、陸上
運送における様々なサービスを
提供しています。

不
動
産
事
業

首都圏や大阪を中心に延床面積39万㎡超のオフィスビル・商業施設
などの自社物件を保有し、賃貸サービスを提供しています。そのほか、
大阪なんば・南堀江地区の再開発など、地域の活性化につながる
都市開発にも取り組んでいます。

事業進出地域

不動産賃貸面積

国内外拠点数

トラック台数

保管用倉庫面積（国内） 倉庫面積（海外）
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財務・非財務ハイライト

財務情報 非財務情報

　最適な事業ポートフォリオを検討の結果、コア事業である物流事業及び不動産事業に経営資源を集中するため、2022年6月に
海運子会社の株式等の譲渡を行いました。譲渡に伴う連結の範囲からの除外により2024年3月期の営業収益及び営業利益は前期
比で大きく減少しましたが、2025年3月期は物流事業の収入が増加したことから増収増益となりました。

倉庫、港湾運送、国際輸送及び陸上運送のいずれの収入も増加したことから、2025年3月期の営業
収益は193,398百万円(前期比4.7%増)となりました。

当社は、2023年3月に策定した第五次中期経営計画において、自社が排出する温室効果ガス（ス
コープ1・2）を2030年度までに50％削減（2018年度比）することを公表しています。2024年度
は2018年度比32％の削減を達成し、今後も着実に排出量の削減に取り組んでまいります。

2024年3月期は賃貸用オフィスビルの取得などの大型設備投資がありましたが、2025年3月期は
住友倉庫九州株式会社の倉庫建物建設工事、物流施設への自動化機器等の導入及び賃貸用医療
施設等の取得により、設備投資額は13,805百万円となりました。

2023年3月に2028年3月までに約100億円の政策保有株式を削減する目標を公表しました。
2025年5月にこの計画を前倒しすることを決議し、2025年度までに約100億円を削減する計画と
しています。2024年度の目標に対する進捗率は約40％であり、引き続き売却を進めてまいります。

人件費等の増加があったものの、物流事業における営業収益の増加や不動産事業における不動産
取得税等の減少により、2025年3月期の営業利益は13,275百万円(前期比0.7%増)となりました。

2022年3月期及び2023年3月期は海上運賃相場の高騰及び荷動き回復等によりROEはいずれも
10%台となりました。2025年3月期は、当社建物に係る移転補償金等を特別利益に計上したことに
よりROEは7.7%となりました。

女性管理職の登用を積極的に行う方針のもと、女性活躍の下地を作るべく新卒総合職の採用に
おいても女性の採用に力を入れ、若年層から中堅層の育成に尽力しています。

2024年度は個別対応を強化しながら受診勧奨を推進しました。ストレスチェックについても複数
回の受検勧奨を行い、受検率の向上に努めました。その結果、健康診断受診率は100％、ストレス
チェック受検率は87.4％となり、いずれも目標を達成しました。

2024年度は男性従業員の育児休業取得率が68.4％となり、制度の浸透と職場全体の意識変化
が着実に進んでいます。今後は、情報提供の充実などを通じて、より取得しやすい環境の整備に
努めてまいります。

2024年度はメリハリある働き方と育児・介護との両立支援の環境整備を進め、従業員の働きや
すさ向上に取り組みました。その結果、平均法定外残業時間は前年並みの水準を維持し、年次有給
休暇取得率は3年連続で前年を上回りました。

2024年度も労働災害発生ゼロを継続しました。2025年度は、安全対策ガイドラインの策定と安全
対策専門委員会の設置を通じて、安全マネジメントの更なる強化に取り組んでまいります。

　第五次中期経営計画（計画期間2023年度～2025年度）では、ESG経営の推進を掲げています。環境負荷の軽減及び気候変動
問題への取組み、「人」への投資強化、政策保有株式の縮減など、環境（E）、社会（S）、ガバナンス（G）の各分野において、施策を推進
しています。

営業収益
（百万円）

温室効果ガス排出量（住友倉庫単体）
（t-CO₂eq.）

設備投資額
（百万円）

営業利益／営業利益率

ROE

女性管理職割合及び新卒総合職に占める女性の割合（住友倉庫単体）

健康診断受診率及びストレスチェック受検率（住友倉庫単体）

男女別育児休業取得率（住友倉庫単体） 従業員一人当たり平均法定外残業時間及び年次有給休暇取得率（住友倉庫単体）

労働災害発生件数（住友倉庫単体）

（百万円）

（%）

（%）

（%）

（%） （%） （時間／月）※年次有給休暇取得率は暦年で集計

（件）

（%）

■■ 営業利益（左軸）　● 営業利益率（右軸）

● 健康診断受診率　● ストレスチェック受検率

● 新卒総合職に占める女性の割合　● 女性管理職割合

● 女性育児休業取得率　● 男性育児休業取得率 ● 年次有給休暇取得率（左軸）　● 従業員一人当たり平均法定外残業時間（右軸）

■ スコープ1　■ スコープ2

政策保有株式の売却額
（億円）




